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西宮市教育委員会特別支援教育支援員の任用に関する要綱 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この要綱は、特別支援教育支援員の任用等に関し法令その他別に定めるもののほ

か、必要な事項を定めることを目的とする。 

（特別支援教育支援員の定義） 

第２条 この要綱で特別支援教育支援員とは、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）

第３条第３項第３号に規定する特別職である。 

（勤務条件の明示） 

第３条 任命権者は、特別支援教育支援員を任用する場合においては、当該職員に対し、

別に定める様式により勤務条件を明示した任用通知書を交付するとともに、誓約書に署

名させるものとする。 

 

第２章 任免 

（採用） 

第４条 特別支援教育支援員の採用は、選考又は試験によるものとする。  

（任用） 

第５条  特別支援教育支援員の任用期間は１年以内とし、任用された日の属する年度の末

日をもって終了する。 

２ 任命権者は、公務の能率的運用を確保するため必要があると認めた者については、前

項の任用期間を更新することができる。 

３ 特別支援教育支援員の任用（更新を含む。）は、原則として年齢が６５歳に達してい

る者については行わないものとする。 

４ 前項の規定は、西宮市を定年退職し、定年前早期退職し、又は希望退職した者その他

任命権者が定める者については、適用しない。 

（解職） 

第６条 任命権者は、特別支援教育支援員が次の各号のいずれかに該当する場合は、解職

することができる。 

（１）勤務成績が良好でない場合 

（２）心身の故障のため、職務の遂行に支障があり、又はこれに堪えない場合 

（３）制度の改廃又は事業の縮小により廃職又は過員が生じた場合 

（４）この要綱に違反した場合 

（退職） 

第７条 特別支援教育支援員が、次の各号のいずれかに該当するときは、その日を退職の

日とし、特別支援教育支援員としての身分を失う。 

（１）本人の都合により退職を願い出て、任命権者の承認があったとき。 

（２）死亡したとき。 

（３）任用期間が終了したとき。 
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第３章 勤務時間、休暇等 

（勤務時間）  

第８条 特別支援教育支援員の勤務時間は、１週間に２５時間とし、1日の勤務時間は５時

間とする。 

２ 前項の場合にあっては、授業日、学校行事、辞令交付式、研修日（夏季休業中の研修

も含む）は勤務を要する日とする。 

（勤務を要しない日） 

第９条  前条による勤務時間が割り振られない日は、勤務を要しない日とする。 

（休憩時間） 

第１０条 特別支援教育支援員の１日の勤務時間が６時間を超える場合においては４５分

以上、８時間を超える場合においては１時間以上の休憩時間をそれぞれ所定の勤務時間

の中途に置くものとし、その時間帯は任命権者が定める。 

（休日） 

第１１条 特別支援教育支援員の休日は、次の各号のとおりとする。 

（１）国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日 

（２）１月２日、３日及び１２月２９日から３１日まで 

（３）任命権者が特に定めた日 

（時間外及び休日等の勤務） 

第１２条 任命権者は、公務のため必要がある場合は、第８条、第９条及び前条の規定に

かかわらず勤務時間を延長し、又は勤務を要しない日若しくは休日に勤務（以下「時間

外勤務」という。）させることができる。 

２ 前項の場合にあっては、任命権者は勤務を要しない日又は休日を４週間以内の他の日

に振り替えることができるものとし、勤務させる前日までに、当該特別支援教育支援員

に通知するものとする。 

（休暇） 

第１３条 特別支援教育支援員に、別表１の基準により年次休暇を付与する。 

２ 特別支援教育支援員に、７日以内の忌服休暇を付与する。 

３ 特別支援教育支援員に、５日以内の結婚休暇を付与する。 

４ 特別支援教育支援員に、介護休暇を付与することとし、付与の基準、手続その他必要

な事項については、別に定めるところによる。 

５ 特別支援教育支援員に、私傷病による療養休暇を付与することとし、付与の基準、手

続その他必要な事項については、別に定めるところによる。 

６ 特別支援教育支援員の休暇については、前各項に定めるほか、西宮市職員の勤務時間

その他の勤務条件に関する条例（昭和３２年西宮市条例第２７号。以下「勤務条件条例」

という。）  第１０条、第１２条、第１４条及び第１７条（西宮市職員の勤務時間その

他の勤務条件に関する条例施行規則（昭和３２年西宮市規則第２９号。以下「勤務条件

規則」という。）第１３条第９号、及び第１０号に該当する場合を除く。）の規定を準

用する。 

７ 各項の休暇のうち、第１項から第３項まで及び第６項の休暇並びに前項において準用
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する勤務条件条例第１２条及び第１７条（勤務条件規則第１３条第４号（裁判員として

出頭する場合に限る。）第８号、第１１号、第１２号、第１３号及び１４号に該当する

場合に限る。）に規定する休暇については有給とし、その他の休暇については、無給と

する。 

ただし、前項において準用する勤務条件条例第１４条の生理休暇については、１月当

たり１日に限り有給とする。 

（介護休業） 

第１４条 特別支援教育支援員のうち必要のある者は、任命権者に申し出て介護休業をす

ることができる。 

２ 介護休業の対象となる休業期間、適用の手続その他必要な事項については、西宮市嘱

託職員の介護休業等に関する要領を準用する。 

（育児休業） 

第１５条 特別支援教育支援員のうち必要のある者は、任命権者に申し出て育児休業をす

ることができる。 

２ 育児休業の対象となる休業期間、適用の手続その他必要な事項については、西宮市嘱

託職員の育児休業等に関する要領を準用する。 

 

第４章 報酬 

（報酬の種類） 

第１６条 特別支援教育支援員の報酬は、基本報酬、通勤報酬、時間外勤務報酬、臨時報

酬、特別加給報酬及び退職報酬とする。 

（基本報酬） 

第１７条 基本報酬は、次項に定める標準報酬に、第３項に定める経験年数加算額を加え

た額とする。 

２ 標準報酬は、月額１１７,５００円とする。 

３ 経験年数加算額は、採用日の属する月の翌月（採用日が月の初日である場合は、当該

採用日の属する月）から起算して、１年を経過する毎に１，６００円の割合で加算した

額とする。 

４ 前項の規定は、西宮市を定年退職し、定年前早期退職し、又は希望退職した者その他

任命権者が定める者については、適用しない。 

（通勤報酬） 

第１８条 通勤のため交通機関を利用する者、交通用具を使用する者及びその他の特別支

援教育支援員に対する通勤報酬の額及び基準は、別表２に定めるところによる。 

（時間外勤務報酬） 

第１９条 時間外勤務報酬は、第１２条の規定により時間外勤務をすることを命じられ、

当該勤務に従事した特別支援教育支援員に支給する。 

２ 第８条の規定により勤務時間が割り振られた勤務時間（以下「正規の勤務時間」とい

う。）と時間外勤務の時間の１日の合計が８時間までの時間外勤務報酬の額は、時間外

勤務１時間につき第２５条に規定する勤務１時間当たりの報酬額（以下この項及び次項
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並びに第２４条第１項において「勤務１時間当たりの報酬額」という。）とし、１日の

合計が８時間を超える時間外勤務報酬の額は、時間外勤務１時間につき勤務１時間当た

りの報酬額に次の各号の勤務の区分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額とす

る。ただし、その勤務が午後１０時から翌日午前５時までの間である場合は、その割合

に１００分の２５を加算した割合とする。 

（１）勤務を要しない日又は休日の勤務 １００分の１３５ 

（２）前号に規定する日以外の勤務 １００分の１２５ 

３ 前項に規定する正規の勤務時間と時間外勤務１時間につき第２５条に規定する勤務１

時間当たりの報酬額とする勤務時間の１週間の合計時間が４０時間を超えることとなっ

た場合における時間外勤務報酬の額は、当該超える部分の勤務については、当該勤務１

時間につき勤務１時間当たりの報酬額に１００分の１２５（その勤務が午後１０時から

翌日午前５時までの間である場合は、その割合に１００分の２５を加算した割合）を乗

じて得た額とする。 

４ １週間の全ての日を勤務することとなった場合における時間外勤務報酬の額は、その

週の最後の勤務を要しない日又は休日の勤務については、当該勤務のすべての時間につ

いて勤務１時間につき勤務１時間当たりの報酬額に１００分の１３５（その勤務が午後

１０時から翌日午前５時までの間である場合は、その割合に１００分の２５を加算した

割合）を乗じて得た額とする。 

５ 前３項に規定する時間外勤務のうち、１００分の１２５及び１３５の割合の勤務時間

の合計が１月について６０時間を超えた場合における時間外勤務報酬の額は、その６０

時間を超えた時間外勤務の全時間に対して、前３項の規定にかかわらず、時間外勤務１

時間につき勤務１時間当たりの報酬額に１００分の１５０（その勤務が午後１０時から

翌日の午前５時までの間である場合は、１００分の１７５）を乗じて得た額とする。 

６ 前項に規定する時間外勤務報酬の対象となる職員は、当該時間外勤務報酬の一部の支

給に代わる措置の対象となるべき日（以下「時間外勤務超勤代休日」という。）として、

任命権者が定める期間内にある勤務を要する日の勤務時間の全部を指定することができ

る。 

７ 時間外勤務代休日を指定された場合において、当該時間外勤務代休日に職員が勤務し

なかったときは、前項に規定する６０時間を超える時間外勤務報酬のうち当該時間外勤

務代休日の指定に代えられた時間外勤務報酬の支給に係る時間に対しては、当該時間１

時間につき、勤務１時間当たりの給与額に１００の１５０（その時間が午後１０時から

翌日の午前５時までの間である場合は、１００分の１７５）から第１項に規定する規則

で定める割合（その時間が午後１０時から翌日の午前５時までの間である場合は、その

割合に１００分の２５を加算した割合）を減じた割合を乗じて得た額の時間外勤務報酬

を支給することを要しない。 

８ 時間外勤務報酬の支給の基礎となる時間数は、月の１日から末日までの期間における

全時間数（時間外勤務報酬に支給割合を異にする部分があるときは、その異にする部分

のそれぞれの全時間数）とする。この場合において、１時間未満の端数が生じたときは、

３０分未満はこれを切り捨て、３０分以上は１時間とする。 
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（臨時報酬） 

第２０条 夏期及び年末に臨時報酬を支給する。 

２ 前項の臨時報酬の支給対象者、報酬額、支給基準及び支給方法は、その都度任命権者

が定める。 

（特別加給報酬） 

第２１条 特別加給報酬は、年末年始の期間（１２月２９日から翌年１月３日まで）に勤

務することを命じられ、当該勤務に従事した特別支援教育支援員に支給する。 

２ 前項の報酬額は、勤務１回につき５，０００円とする。（勤務に従事した時間が４時

間以下の場合は、２分の１に相当する額とする。） 

（退職報酬） 

第２２条 退職報酬については、別に定める要綱による。 

（報酬の支給日） 

第２３条 基本報酬の計算期間は月の初日から末日までとし、新たに任用されたとき又は

退職し、若しくは死亡したときの基本報酬の支給方法は、西宮市一般職員の給与に関す

る条例（昭和２６年西宮市条例第５４号）第７条の規定を準用する。 

２ 特別支援教育支援員の報酬（臨時報酬及び退職報酬を除く。）の支給日は、その月の

２０日とする。ただし、通勤報酬、時間外報酬及び特別加給報酬については、その月の

１日から末日までの分を翌月の２０日に支払うものとする。 

３ 前項の支給日が、土曜日、日曜日又は休日に当たるときは、順次繰り上げて支給する

ものとする。 

（報酬の減額） 

第２４条 特別支援教育支援員が勤務しないときは、その勤務しない１時間につき勤務１

時間当たりの報酬額を減額する。ただし、第１３条に規定する有給の休暇を付与する場

合又は任命権者が有給により職務専念義務を免除した場合はこの限りでない。 

２ 前項の規定により減額されることとなる時間の計算は、第１９条第８項の規定を準用

する。 

３ 第１項の規定により月額による報酬を減額する場合は、翌月分から減額するものとす

る。 

４ 欠務が１日以上の単位の場合における報酬の減額については、欠務日数を欠務した当

該月の要勤務日数合計で除したものを第１７条第１項に規定する基本報酬に乗じて得た

額とする。 

（勤務１時間当たりの報酬額の算出） 

第２５条 勤務１時間当たりの報酬額は､月額報酬に１２を乗じ、その額を１週間の勤務時

間に５２を乗じたもので除して得た額に相当する額とする。 

 

第５章 服務 

（服務） 

第２６条 特別支援教育支援員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、かつ、

別に定める場合を除くほか、職務の遂行に当たっては全力をあげてこれに専念しなけれ



 

6 

 

ばならない。 

２ 特別支援教育支援員は、その職務を遂行するに当たって、法令、条例、規則及び規程

に従い、かつ、上司の職務上の命令に忠実に従わなければならない。 

３ 特別支援教育支援員は、その職の信用を傷つけ、又は職員の職全体の不名誉となるよ

うな行為をしてはならない。 

４ 特別支援教育支援員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた

後も、また同様とする。 

 

第６章 災害補償等 

（災害補償） 

第２７条 特別支援教育支援員の公務上の災害（通勤災害を含む。次項において同じ。）

については、議会議員その他非常勤職員公務災害補償等に関する条例（昭和４２年西宮

市条例第１６号）又は労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号）に定めるとこ

ろにより補償する。 

２ 特別支援教育支援員が、公務上の災害により死亡した場合又は負傷し、若しくは疾病

にかかり治ったとき障害が存する場合で、別に定める「西宮市職員公務災害見舞金支給

要綱」の基準に該当するときは、同要綱に定めるところにより見舞金を支給する。  

（社会保険） 

第２８条 特別支援教育支援員の社会保険については、健康保険法（大正１１年法律第７

０号）、厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）及び雇用保険法（昭和４９年法

律第１１６号）の規定により取り扱うものとする。 

（旅費） 

第２９条 特別支援教育支援員が、公務のため旅行する場合は、特別職の職員で非常勤の

者の報酬及び費用弁償条例（昭和３１年西宮市条例第１９号）の定めるところにより旅

費を支給する。 

（実施細目） 

第３０条 この要綱に定めるもののほか、特別支援教育支援員の就業に関し必要な事項は、

任命権者が別に定める。 

 

付 則 

（施行日） 

  この要綱は、平成１９年５月１日から施行する。 

付 則 

（施行日） 

  この要綱は、平成２２年５月１日から施行する。 

付 則 

（施行日） 

   この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

付 則 
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（施行日） 

   この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

付 則 

（施行日） 

   この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

   付 則 

 （施行日） 

   この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

付 則 

（施行日） 

   この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

付 則 

（施行日） 

   この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

 


